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岩国市　高齢者支援課

指定訪問介護・指定介護予防訪問介護における提供可否について
	Q　洗濯１　コインランドリーの使用

	　　コインランドリーでの洗濯について、訪問介護費を算定できるか。


Ａ　洗濯１
銭湯での入浴介助が認められるのは、居宅に浴室がない等、居宅での入浴が不可能な状況にある場合に限定されている（WAM NET 2001/01/25 熊本県）。
このことから、コインランドリーの利用について訪問介護費を算定できるのは、居宅での洗濯が不可能な状況にあるとき、すなわち、居宅に洗濯機がない、一定期間洗濯機が使用できない等の状況にある場合に限られる。

	Q　洗濯２　衣類・毛布等をクリーニング店に出す。

	　　洗濯はすべてクリーニング店に出すこととしている者について、これらをクリーニング店に持参する行為について、訪問介護費を算定できるか。


Ａ　洗濯２
銭湯での入浴介助が認められるのは、居宅に浴室がない等、居宅での入浴が不可能な状況にある場合に限定されている（WAM NET 2001/01/25 熊本県）。

このことから、クリーニング店の利用について訪問介護費を算定できるのは、居宅での洗濯が不可能な状況にあるとき、すなわち、居宅に洗濯機がない、一定期間洗濯機が使用できない等の状況にある場合に限られる。

	Q　洗濯３　足元のマット代わりに使用している小さいカーペットの洗濯

	①摂食を行う場所での食べこぼし防止マット、②ポータブルトイレの下に汚れ防止のために敷いてあるマット、③ベッド脇に敷いてある転倒予防用マットについて、これらを洗濯する行為は訪問介護費として算定できるか。


Ａ　洗濯３
①及び②については、各々「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」（平成12年老計第10号。以下「訪問介護区分」という。）において、「1-1-1-2ポータブルトイレ利用」「1-1-2食事介助」の一連の動作として認められると解されるものであり、これらを洗濯する行為は、訪問介護費として算定できる。

③については、転倒予防のためにマットを敷くこと自体に疑問もあるが、いずれにせよ、通常のカーペットと何ら変わりないものと考えられ、カーペットの洗濯は日常生活の範囲にないと解されることから、訪問介護費の算定はできない。
	Q　洗濯４　毛布やタオルケットの洗濯

	尿失禁の症状があり、その際、シーツを始め、毛布やタオルケット等の寝具まで汚してしまう利用者について、訪問介護員がこれら毛布やタオルケットを①手洗いにより洗濯、②その後、クリーニング店へ出す行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　洗濯４
①については、「訪問介護区分」において、「2-2洗濯」として認められると解されるものであり、生活援助として算定できる。

②については、手洗いのうえにクリーニング店へ出すことが日常生活の範囲であるとする合理的な理由がないと解されることから、生活援助の算定はできない。

	Q　洗濯５　退院、ショートステイ明けの大量の洗濯物

	医療機関からの退院時やショートステイ利用後に大量の洗濯物が発生する場合がある。
日常的な量とは言い難いが、これらを洗濯する行為をすべて訪問介護費として算定できるか。


Ａ　洗濯５
医療機関への入院、介護保険施設への入所・入院は、日常的な在宅生活の範囲にない期間であり、そこで発生した洗濯物もまた日常生活上のものでないと解すべきであり、医療機関からの退院時に発生した大量の洗濯物を洗濯する行為は訪問介護費として算定できない。
一方、ショートステイは居宅サービスの一つであり、介護支援専門員等が在宅生活でのサービス利用との一連の流れの中でサービス計画に位置づけて利用するものであること、そうした視点に立てば、一時的に家族等の住居に住まいを移して居宅サービスを利用する場合と特段変わりないこと、ショートステイの事業所が送迎を行えない場合には、乗降介助の利用も可能（医療機関の入退院、介護保険施設の入退所等においては、利用不可）であること等に鑑み、ショートステイは日常生活の一部であり、したがってショートステイ後の大量の洗濯物は、日常生活の中で発生したものであると解すべきであると考えられることから、これを洗濯する行為は、訪問介護費として算定できる。

	Q　洗濯６　布製の靴を洗う。

	利用者が日常的に使用する布製の靴（ズック靴や学校の上履き様のもの）を訪問介護員が洗う行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　洗濯６
布製の靴を洗う行為は、衣服を洗濯する行為等と変わりなく、日常生活の範囲内と解されることから、訪問介護費として算定できる。
ただし、革靴を磨く行為は、趣味・嗜好の範囲に入るものと解されることから、算定できない。
	Q　洗濯７　アイロンがけ

	利用者の日常的な衣服等をアイロンがけする行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　洗濯７
日常的な衣服等のアイロンがけは、「訪問介護区分」の「2-2 洗濯」にあるとおり、生活援助として算定できる。

	Q　洗濯８　手洗い

	訪問介護員の手洗いによる洗濯は、生活援助として算定できるか。


Ａ　洗濯８
日常的な衣服等の手洗いは、「訪問介護区分」の「2-2 洗濯」にあるとおり、生活援助として算定できる。

	Q　調理１　当日分以外の調理

	訪問介護員がサービス提供を行う日に、当日分以外の食事に係る調理をする行為は生活援助として算定できるか。


Ａ　調理１
買い物等と同様、調理は、必ずしもサービス提供日の食事についてだけを保険給付対象とする定めはなく、サービス計画において、提供日以外の食事を調理する必要性等が明確になっていれば、生活援助として算定できる。

なお、この場合において、衛生面への十分な配慮が必要であることはいうまでもないが、単に腐食への懸念等から事業所が、サービス提供日以外の食事に係る調理を、一律に断るのは適切でない。
	Q　調理２　行事食を作る。

	例えば、お雑煮を食べるのが日常的である利用者について、一般的に正月の行事食と考えられるお雑煮を訪問介護員が調理する行為や、誕生日にちらし寿司を調理する行為は、生活援助として算定できるか。


Ａ　調理２
生活援助の行為として不適正な事例である「特別な手間をかかえて行う調理」は、地域性や利用者のニーズ等に照らしながら、かつ、現実に日常的な行為としては手間がかかるものか否かによって判断されるべきもの（WAM NET 2000/09/06 三重県）である。
したがって、前段のお雑煮を日常的に調理する行為は、それが特に手間のかかる行為でない限り、生活援助として算定できる。

また、「特別な手間をかけて行う調理」を保険給付対象外としているのは、日常的でない時間のかかる調理を給付対象としないことを目的としているものであり、年中行事の中で行われる日常的な調理を制限しているものではない（WAM NET 2000/08/29 三重県）ことから、誕生日にちらし寿司を調理する行為は、それが特段に手間のかかる行為でない限り、生活援助として算定できる。
	Q　調理３　次回の調理の下ごしらえ

	例えば、たとえば訪問介護員が、ほうれん草を湯通しし、一部を当日分の食事として調理し、残りは次回分として保存する場合、次回分にかかる行為も含め、当日の生活援助として算定できるか。


Ａ　調理３
買い物等と同様、調理は、必ずしもサービス提供日の食事についてだけを保険給付対象とする定めはなく、サービス計画において、提供日以外の食事を調理する必要性等が明確になっていれば、生活援助として算定できる。
なお、この場合において、衛生面への十分な配慮が必要であることはいうまでもない。

	Q　調理４　糖尿食等の特別な調理

	いわゆる糖尿食等を調理する行為を訪問介護員が行うことは可能か。


Ａ　調理４
医師の指示等に基づき、適切な栄養量及び内容を有する特別食としては、糖尿食を始め、腎臓食、肝臓食、胃潰瘍食、貧血食、高脂血症食、痛風食、嚥下困難者のための流動食等が想定されており（WAM NET 2000/12/27 兵庫県）、これら「特段の専門的配慮をもって行う調理」は、当該医師の指示等に基づいたカロリー計算や献立表の作成を行ったうえで、適切な提供を行うことが肝要である。

なお、栄養士資格等を有する訪問介護員が、こうした調理を行った場合には、「特段の専門的配慮をもって行う調理」として、身体介護として算定することができる。
一方、たとえ利用者が腎臓病による人工透析を行う者であっても、医師の指示内容が単に「塩分控えめ」といった程度の内容である場合等には、これを受けた調理が、栄養士資格を有する訪問介護員によって行われたとしても、「特段の専門的配慮をもって行う調理」とはいえず、生活援助を算定することとなる。
医師の指示があっても、カロリー計算や献立表の作成が、別の栄養士によって行われる場合も同様である。

	Q　調理５　おやつを作る。

	①おやつを作る行為、②食事摂取に支障がある利用者にゼリー等を調理する行為を訪問介護員が行った場合、これらを生活援助として算定できるか。


Ａ　調理５
①については、趣味・嗜好の範囲であり、生活援助として算定することはできない。

②については、当該調理が利用者にとって“食事”に当たるものと解される場合には、生活援助として算定できる。

	Q　買い物１　まとめ買い（何日分も）

	食材や日常生活品を何日分もまとめ買いする行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物１
サービス計画において、食材等の確保ができない日（訪問介護提供が行われない日等）の分をまとめ買いする必要性が明確になっていれば、訪問介護費として算定できる。

	Q　買い物２　酒、たばこ等の嗜好品

	酒・たばこ等の嗜好品を購入する行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物２
嗜好品に係るサービスの提供を、保険給付の対象とすることはできない。
	Q　買い物３　医薬品（市販の薬等）、医薬部外品（養命酒、栄養ドリンク等）

	①風邪薬等、市販の医薬品の購入、②栄養ドリンク等、市販の医薬部外品の購入を、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物３
①風邪薬等、いわゆる“常備薬”の範疇と解される医薬品の購入は、日常生活上必要な行為であるため、訪問介護費として算定できる。

②の例のような医薬部外品等については、特に医師の指示等によらず、利用者の意向によって購入する場合、嗜好品の購入と同様と考えられるため、訪問介護費を算定することはできない。
	Q　買い物４　冷暖房器具（ヒーター、扇風機等）

	ヒーター、扇風機等の冷暖房器具の購入は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物４
冷暖房器具等、長期間使用することが見込まれる電気機器等については、「日常生活品」には該当しないと考えられることから、原則として、財務省令「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」における資産の耐用年数の定めの有無を、その判断基準の目安とする。
すなわち、そこで耐用年数が定められている家具、電気機器、家庭用品等は、１年を超えて長期間の使用が見込まれると位置づけられるものであり、「日常生活品」には当たらないものと判断されることから、その購入は訪問介護費の算定対象としない。

なお、当該省令で「冷房用又は暖房用機器」は「耐用年数６年」とされており、その買い換えは６年に一度しか必要性がないものと考えられることから、当該機器の購入は、訪問介護費として算定できない。
	Q　買い物５　指定の店での買い物

	利用者が食材料や日常生活品の購入について、品目によって購入先店舗を指定し、訪問介護員がその指示に従って行った買い物の時間は、生活援助として算定できるか。


Ａ　買い物５
　例えば、価格の相違を理由に品目によって購入先店舗を変えることは、日常生活の中で十分に想定し得ることである。

したがって、当該店舗を選択する合理的な理由がある場合、訪問介護員が生活援助として、利用者から指定された店舗で食材料や日常生活品を購入することを、一律に妨げるものではない。
なお、こうした店舗の指定が訪問時に突然行われがちの利用者については、あらかじめサービス計画の作成等を行う段階で、十分な調整を行い、利用者又はその家族に説明し、同意を得ることによって、適切な標準時間の設定、サービス提供事業所の調整、利用見込額の提示等を行うことが肝要であろう。
	Q　買い物６　遠方の店での買い物

	利用者が、食材料や日常生活品の購入について、品目によって遠方の購入先店舗を指定し、訪問介護員がその指示に従って行った買い物の時間は、生活援助として算定できるか。


Ａ　買い物６
たとえば品質や価格の相違を理由に品目によって遠方の店舗を購入先とすることは、日常生活の中で十分に想定し得ることである。

したがって、当該店舗を選択する合理的な理由がある場合、訪問介護員が生活援助として、利用者から指定された遠方の店舗で食材料や日常生活品を購入することを、一律に妨げるものではない。

しかしながら、遠方であるがために標準時間が長くなれば、その分、利用者負担も高くなる等の影響が起こり得ることから、その支援の方法については、あらかじめ利用者又はその家族に対し、利用見込額の提示等、必要な情報提供を行いながら、適切なサービス計画の作成を行ったうえで整理することが肝要であろう。

	Q　買い物７　季節の品物（お餅等）

	正月用のお餅等、季節的な行事に関わるものとして必要な品目を購入する行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物７
「調理２」にあるような年中行事の中で行われる日常的な調理と異なり、その品目自体が日常生活の範囲と解し難いものは、嗜好品に類するものと捉えるのが適切であると考えられることから、その購入について、訪問介護費を算定することはできない。
	Q　買い物８　おみやげ

	利用者の居宅を訪れることが予定されている遠方の家族等や知人に対するおみやげをあらかじめ購入する行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物８
「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」（平成12年老振第76号）の「（別紙）　一般的に介護保険の生活援助の範囲に含まれないと考えられる事例」の「１　「直接本人の援助」に該当しない行為」として、「来客の応接（お茶、食事の手配等）」が挙げられていることに鑑み、利用者宅への来訪者等に対して用意するおみやげを購入する行為は、訪問介護費として算定できない。

	Q　買い物９　本、雑誌等

	利用者の希望に応じて本や雑誌を購入する行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物９
「「その他の日常生活費」に係るQ＆A」（平成12年厚生省老人保健福祉局事務連絡）の問７では、通所介護等において、個人の希望に応じて事業者等が代わって購入する新聞、雑誌等の代金は、「その他の日常生活費」に該当しないとされていることに鑑み、訪問介護において、利用者の希望に応じて本、雑誌等を購入する行為は、日常生活の範囲になく、嗜好品の購入に該当すると判断されることから、その購入について、訪問介護費を算定することはできない。

	Q　買い物10　花・植物の種

	利用者の希望に応じて、庭等で育てる花・植物の種を購入する行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物10
花、植物等を育てることは、個人の趣味・嗜好に当たるものと解されることから、その種を購入する行為を訪問介護費として算定することはできない。

	Q　買い物11　はがき・切手

	個人の手紙を郵送するために必要となる切手やはがきを購入する行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物11
個人的な書簡の郵送等に係る行為は、日常生活の範囲にないと解されるところであり、これに必要なはがき、切手等を購入する行為を、訪問介護費として算定することはできない。

	Q　買い物12　小包を出す。

	　　個人的な小包を送る行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物12
個人的な書簡の郵送等に係る行為は、日常生活の範囲にないと解されるところであり、小包を送る行為についても、訪問介護費として算定することはできない。

	Q　買い物13　手紙・はがきの投函

	個人の手紙やはがきを投函する行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物13
個人的な書簡の郵送等に係る行為は、日常生活の範囲にないと解されるところであり、これらを投函する行為を、訪問介護費として算定することはできない。

	Q　買い物14　シーツ・枕・寝具

	シーツ・枕・寝具の購入は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物14
寝具等、長期間使用することが見込まれる家庭用品等については、「日常生活品」には該当しないと考えられることから、原則として、財務省令「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」における資産の耐用年数の定めの有無を、その判断基準の目安とする。
すなわち、そこで耐用年数が定められている家庭用品、家具、電気機器等は、１年を超えて長期間の使用が見込まれると位置づけられるものであり、「日常生活品」には当たらないものと判断されることから、その購入は、訪問介護費の算定対象としない。

なお、当該省令で「カーテン、座ぶとん、寝具、丹前、その他これらに類する繊維製品」は「耐用年数３年」とされており、その買い換えは、３年に一度しか必要性がないものと考えられることから、原則として、寝具の購入は、訪問介護費として算定できない。
ただし、シーツ、布団カバー、枕カバー類を単品で購入した場合、財務省令上、減価償却されることはなく、消耗品費として取り扱われることとされていることに鑑み、シーツ・カバー類を単品で購入する場合は、日常生活品の購入に当たるものとし、訪問介護費の算定対象とする。
	Q　買い物15　カーテン、のれん、すだれ等

	カーテン、のれん、すだれ等の購入は、訪問介護費として算定できるか。


A　買い物15
カーテン、のれん、すだれ等、長期間使用することが見込まれる家庭用品等については、「日常生活品」には該当しないと考えられることから、原則として、財務省令「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」における資産の耐用年数の定めの有無をその判断基準の目安とする。
すなわち、そこで耐用年数が定められている家庭用品、家具、電気機器等は、１年を超えて長期間の使用が見込まれると位置づけられるものであり、「日常生活品」には当たらないものと判断されることから、その購入は、訪問介護費の算定対象としない。

なお、当該省令で、「カーテン、座ぶとん、寝具、丹前、その他これらに類する繊維製品」は「耐用年数３年」、「その他のもの」は「耐用年数８年」とされており、その買い換えは、数年に一度しか必要性がないものと考えられることから、これらの家庭用品の購入は、訪問介護費として算定できない。

	Q　買い物16　化粧品・毛染め

	化粧品や毛染め剤の購入は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物16
「通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて」（平成12年老企第54号）の「（別紙）　各サービス種類の「その他の日常生活費」の具体的な範囲について」の「⑺　留意事項」①では、通所介護等において、「その他の日常生活費」として、費用の徴収が認められる「身の回り品として、日常生活に必要なもの」の一つとして、「化粧品」が挙げられていることに鑑み、訪問介護において、利用者の希望に応じて化粧品を購入する行為は、日常生活品の購入に該当すると判断されることから、その購入については、訪問介護費を算定することができる。

しかしながら、毛染め剤については、こうした位置づけのない嗜好品と解されることから、その購入について、訪問介護費を算定することはできない。

	Q　買い物17　裁縫道具

	利用者の衣服等の補修に必要な裁縫道具の購入は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物17
被服の補修（ボタン付け、破れの補修等は、「訪問介護区分」の「2-4 衣類の整理・被服の補修」にあるとおり、生活援助として算定できることに鑑み、これに必要な裁縫道具で、消耗品として取り扱うことが適当と認められるものを購入する行為は、訪問介護費として算定できる。

	Q　買い物18　冷え予防のための足元に置くマット又は小さいカーペット

	利用者の脚部の冷え防止のために使用するマット、カーペット等の購入は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物18
カーペット等、長期間使用することが見込まれる家庭用品等については、「日常生活品」には該当しないと考えられることから、原則として、財務省令「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」における資産の耐用年数の定めの有無を、その判断基準の目安とする。
すなわち、そこで耐用年数が定められている家庭用品、家具、電気機器等は、１年を超えて長期間の使用が見込まれると位置づけられるものであり、「日常生活品」には当たらないものと判断されることから、その購入は、訪問介護費の算定対象としない。

なお、当該省令で「じゅうたんその他の床用敷物」のうち、「その他のもの」は「耐用年数６年」とされており、その買い換えは、６年に一度しか必要性がないものと考えられることから、これらの家庭用品の購入は、訪問介護費として算定できない。
	Q　買い物19　食器、鍋、やかん等

	利用者の使用する食器や、調理に用いる鍋、やかん等の購入は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　買い物19
WAM NET 2002/05/10 徳島県徳島市が訪問介護で購入できるものについて行っている質問では、消耗品の事例として食器、鍋等が挙げられており、厚生労働省において、これらを日常生活に必要な消耗品でないとする判断を特段に行ってはいないことから、食器、鍋、やかん等の購入は、「日常生活品」の購入に当たるものと解されるところであり、訪問介護費として算定できる。
	Q　掃除１　窓拭き

	窓拭きは、きれい好きな利用者が日常的に行っていた場合、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　掃除１
「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」（平成12年老振第76号）の「（別紙）　一般的に介護保険の生活援助の範囲に含まれないと考えられる事例」の「２　「日常生活の援助」に該当しない行為」として、「窓のガラス磨き」が挙げられており、窓拭きは、訪問介護費として算定できない。

	Q　掃除２　サッシ拭き

	サッシの桟を拭く行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　掃除２
サッシの桟を拭く行為は、「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」（平成12年老振第76号）の「（別紙）　一般的に介護保険の生活援助の範囲に含まれないと考えられる事例」の「２　「日常生活の援助」に該当しない行為」として挙げられている「大掃除」において行われるのが一般的と解されることから、訪問介護費として算定できない。

	Q　掃除３　敷居拭き

	居室に接する敷居を拭く行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　掃除３
簡易な拭き掃除は、「訪問介護区分」の「2-1 掃除」に含まれるものと解されるところであり、居室の掃除の一連として行われる、これに接する敷居の簡易な拭き掃除は、訪問介護費として算定できる。

	Q　掃除４　排水溝の掃除

	台所の排水溝の掃除は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　掃除４
シンクに置かれる三角コーナー等に代わるものとして、排水溝上部に残飯等の簡便的な捨て場を設けている例は多く見受けられるところであり、その内容物の処分の一連の行為として行われる排水溝の掃除は、訪問介護費として算定できる。

なお、排水溝のパイプ詰まりの補修等に係る行為は、日常的とは判断し難く、むしろ緊急的な状況であると解されるものであり、訪問介護費の算定対象とすることはできない。

	Q　掃除５　ベッドの下や隙間のほこり取り

	特殊寝台を使用する利用者について、寝台を上げた状態でベッド下に落としてしまったごみや、主として寝台の上下によって発生したほこりを掃除する行為は、訪問介護費として算定できるか。


A　掃除５
特殊寝台の利用者において、寝台の上下は日常的に行われるものであり、これに際して発生したごみ、ほこり等を掃除する行為は、特別な手間をかけて行う場合を除き、居室の掃除と一連のものであると解されることから、訪問介護費として算定できる。

	Q　掃除６　使用していない部屋の換気

	利用者が日常的に使用してはいない部屋の換気を行う行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　掃除６
　「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」（平成12年老振第76号）の「（別紙）　一般的に介護保険の生活援助の範囲に含まれないと考えられる事例」の「１　「直接本人の援助」に該当しない行為」として、「主として利用者が使用する居室等以外の掃除」が挙げられており、日常的に使用してはいない部屋の換気はこれに類するものと解されることから、訪問介護費として算定できない。

	Q　掃除７　冷蔵庫内の拭き掃除

	冷蔵庫内の簡易な拭き掃除は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　掃除７
認知症高齢者と一緒に冷蔵庫の中の整理等を行う行為は、「訪問介護区分」の「1-6 自立生活支援のための見守り的援助（自立支援、ADL向上の観点から安全を確保しつつ常時介助できる状態で行う見守り等）」に挙げられている事例であることに鑑み、その行為自体、日常的なものと解されるところであり、これと一連のものとして行われる冷蔵庫内の簡易な拭き掃除は、訪問介護費として算定できる。
	Q　掃除８　下駄箱の中

	下駄箱の中の掃除は、訪問介護費として算定できるか。


A　掃除８
下駄箱の中の掃除は、「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」（平成12年老振第76号）の「（別紙）一般的に介護保険の生活援助の範囲に含まれないと考えられる事例」の「２　「日常生活の援助」に該当しない行為」として挙げられている「大掃除」に類するものと解されることから、訪問介護費として算定できない。

	Q　掃除９　玄関から道路までの通路の掃除

	利用者の居宅の玄関から道路に向かう通路の掃除は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　掃除９
利用者の居宅内での行為を原則とする訪問介護にあって、例外的に居宅外における行為について訪問介護費の算定が認められているのは、通院等に際して提供される外出介助、日常生活品に係る買い物等、極めて限定的なものとされており、庭掃除等は認められていないことから、玄関から道路までの通路の掃除は、訪問介護費として算定できない。

なお、玄関内の掃除については、利用者の日常生活動線に当たる箇所となっている場合には、訪問介護費を算定できるので、念のため申し添える。
	Q　掃除10　机や身辺の整理整頓

	利用者が日常生活上使用するテーブルの上や周辺の整理整頓を行う行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　掃除10
利用者が食事その他の日常生活のため（仕事等の目的は不可。）に使用するテーブルの上やその周辺の整理整頓は、「訪問介護区分」の「2-1 掃除」に挙げられている事例のうち「卓上等の清掃」に含まれると解されることから、訪問介護費として算定できる。

	Q　掃除11　換気扇の掃除

	換気扇の掃除は、きれい好きな利用者が日常的に行っていた場合、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　掃除11
換気扇の掃除は、「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」（平成12年老振第76号）の「（別紙）一般的に介護保険の生活援助の範囲に含まれないと考えられる事例」の「２　「日常生活の援助」に該当しない行為」の事例として挙げられている「大掃除」に含まれると解されることから、利用者が個人的に日常生活上行っていた場合であっても、訪問介護費として算定できない。

	Q　掃除12　汚れのひどい時間のかかる掃除（何ケ月も掃除していなかった所の掃除）

	特に初めてサービスを利用するケースで、それまで何か月も掃除していなかった利用者の居室等を掃除する場合、これに多く時間を費やす場合でもすべて訪問介護費として算定できるか。


Ａ　掃除12
質問のケースは、サービス計画としては、標準時間を大きく超過する大掃除として位置づけることになると考えられることから、当該日の掃除については、インフォーマル・サービスを利用することとされたい。（当該日の掃除が終わり、翌日以降、標準時間として算定し得る掃除については、当然、サービス計画において、保険給付対象として位置付けられる範囲で、訪問介護費を算定できる。）
	Q　その他１　修繕が必要な衣類を仕立て屋に持っていく。

	被服の補修は「訪問介護区分」で訪問介護費の算定が認められている事項だが、これを仕立て屋に持っていく行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　その他１
「訪問介護区分」の「2-4 衣類の整理・被服の補修」で認められている行為は、利用者が普段着として日常的に使用する被服のボタン付け、破れの補修等、簡易な補修を指すと解される。
いわゆる“かけつぎ”等のため仕立て屋に持ち込む行為自体、日常生活の範囲とは解し難く、訪問介護費としては算定できない（簡易な補修であっても、当該衣類を利用者が日常的に使用するものでない場合も、同様に算定できない。）。

	Q　その他２　衣類の修繕、丈を直す、裾にゴムを入れられるようにする、ダーツをとる　　等

	①普段着として使用する衣類の修繕、②普段着の丈を直す行為、③裾を踏んで転倒の恐れがある利用者の普段着の裾にゴムを入れられるようにする行為、④サイズが窮屈になったこと等を理由に行うダーツをとる行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　その他２
「訪問介護区分」の「2-4 衣類の整理・被服の補修」で認められている行為は、利用者が普段着として日常的に使用する被服のボタン付け、破れの補修等、簡易な補修を指すと解される。
①は、上記の範囲であれば、訪問介護費としては算定できる。

②③④は、一般的に上記の範囲にあるとは言い難いと解されることから、訪問介護費は算定できない。

	Q　その他３　季節の変わり目の衣類の調節

	衣替えを行う行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　その他３
「訪問介護区分」の「2-4 衣類の整理・被服の補修」において、「衣類の整理（夏・冬物等の入れ替え等）」は、生活援助の算定対象とされている。

	Q　その他４　季節の変わり目の布団の調節（電気毛布等）

	季節の変わり目に電気毛布を出す等、布団の調節を行う行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　その他４
夏にはタオルケットや薄手の布団、冬には厚手の布団にする、電気毛布を出す等、布団の調節は、普段着の衣替えと同様、一般的に行われるものと解され、「訪問介護区分」の「2-4 衣類の整理・被服の補修」において挙げられている「衣類の整理（夏・冬物等の入れ替え等）」と同様の取扱いが適当と考えられるため、生活援助として算定対象できる。

	Q　その他５　ストーブ・扇風機の押入・物置からの出し入れ

	衣替えは生活援助の算定対象だが、ストーブ、扇風機等の電気機器等を季節の変わり目に押入や物置から出し入れする行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　その他５
「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」（平成12年老振第76号）の「（別紙）　一般的に介護保険の生活援助の範囲に含まれないと考えられる事例」の「２　「日常生活の援助」に該当しない行為」においては、「電気器具等の移動」が挙げられていることから、ストーブ、扇風機等の電気器具等を季節の変わり目に押入・物置から出し入れする行為は、訪問介護費として算定できない。

	Q　その他６　害虫の駆除（蟻、小バエ、ゴキブリ等）

	たとえば、訪問介護員が訪問した際、保管していた砂糖に蟻が集まっている等の状況に遭遇し、これを駆除する行為等、害虫の駆除は、訪問介護費として算定できるか。

また、殺虫剤や蚊取り線香、ゴキブリ駆除剤等の購入、ゴキブリ駆除剤の簡易な作成は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　その他６
害虫の駆除をサービス計画に計画することは、困難と考えられる（訪問介護費の算定対象の前提となり得難い。）。

一方、殺虫剤や蚊取り線香、ゴキブリ駆除剤の購入、ゴキブリ駆除剤の簡易な作成は、一般的に日常生活の範囲内にあると解されることから、訪問介護費として算定できる。

	Q　その他７　雨戸を閉める。

	雨戸を閉める行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　その他７
雨戸を閉める行為は、それが利用者の生活の中で日常的に行われていた場合、戸締りをする等の行為と同様と考えられるため、夕刻時間帯の訪問の最後に行われる場合等は、訪問介護費として算定できる。
ただし、そうした行為が利用者の日常生活上行われていたわけではない場合、又は風雨が強い日に雨戸を閉めることだけを目的として、訪問介護員が利用者宅を訪問してこれを行った場合（そもそも、雨戸を閉める行為だけでは30分以上１時間未満の時間にならないと考えられる。）、訪問介護費の算定はできない。
	Q　その他８　電球・蛍光灯の交換

	電球・蛍光灯の交換は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　その他８
電球・蛍光灯は消耗品であり、その交換は、日常的に行われるものと解される。

したがって、主として利用者が使用する居室等に使われているものを交換する行為は、サービス計画に適切に位置づけられている場合、訪問介護費として算定できる。

	Q　その他９　健康食品の準備（粉末をお湯に溶かす等）

	利用者が日常的に摂取している健康食品について、粉末をお湯に溶かす等、これを準備する行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　その他９
健康食品は嗜好品と考えられるため、その摂取の準備等を行う行為について、訪問介護費を算定することはできない。

	Q　その他10　手紙、書類等の記入介助又は代筆

	利用者が行う手紙、書類等の記入を介助する行為、又はこれを代筆する行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　その他10
代筆や代読は、利用者の身体に直接接触せず、また、利用者とともに行う自立支援でもないうえ、専門的知識・技術をもって行うサービスでないため、身体介護には該当せず、日常生活上、常に必要となる行為とは解されないため、生活援助にも該当しないこととされており（WAM NET 2000/08/09 熊本県益城町）、手紙、書類等の記入介助、代筆について、訪問介護費を算定することはできない。

なお、選挙権の行使に係る身体介護や、要介護・要支援認定申請書の提出（WAM NET 2001/03/23 青森県）に係る身体介護・生活援助等（確定申告、住民票異動手続等、義務履行に係るものや任意性の高いものは該当しない。）については、保険給付対象として算定できるので、念のため申し添える。
	Q　その他11　郵便物、手紙等の代読

	利用者あてに届いた郵便物や手紙を代読する行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　その他11
代筆や代読は、利用者の身体に直接接触せず、また、利用者とともに行う自立支援でもないうえ、専門的知識・技術をもって行うサービスでないため、身体介護には該当せず、日常生活上、常に必要となる行為とは解されないため、生活援助にも該当しないこととされており（WAM NET 2000/08/09 熊本県益城町）、郵便物、手紙等の代読について、訪問介護費を算定することはできない。

	Q　その他12　回覧板を回す。

	自治会に加入している利用者に届いた回覧板を次の家庭に回す行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　その他12
当該次の家庭に受け取りに来てもらうことを依頼したり、回覧の順序を最後にするといった調整を行う等、他の適切な方法により支援されたい。
	Q．その他13　電化製品等の使い方説明

	炊飯器や電子レンジ等、利用者が日常的に使用している電化製品について、当該利用者が物忘れ傾向の強い状態にあったり、認知症の状態にあること等のため、訪問介護員が繰り返しその使用方法を説明する行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　その他13
利用者が日常的に使用する電化製品の使用方法を、訪問介護員がともに使用しながら説明する行為は、「訪問介護区分」の「1-6 自立生活支援のための見守り的援助（自立支援、ADL向上の観点から安全を確保しつつ常時介助できる状態で行う見守り等）」に挙げられている事例と同様の行為と解されるため、訪問介護費として算定できる。

	Q　その他14　仏壇の花瓶やお鉢の上げ下げ

	利用者が日常的に使用する居室等にある仏壇の花瓶やお鉢の上げ下げは、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　その他14
仏壇の花瓶やお鉢の上げ下げは、「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」（平成12年老振第76号）の「（別紙）　一般的に介護保険の生活援助の範囲に含まれないと考えられる事例」の「１　「直接本人の援助」に該当しない行為」、及び「２　「日常生活の援助」に該当しない行為」のうち「①　訪問介護員が行わなくても日常生活を営むのに支障が生じないと判断される行為」に該当する行為と解されるため、訪問介護費として算定できない。

	Q　その他15 　公共料金等の振込み　　　　　　　　　　　　　　Ｒ6．3．１追加

	公共料金等を振り込むことは訪問介護費として算定できるか。


Ａ　その他15
振込みは、料金・代金支払いの一形態であるため、公共料金や「日常生活品」の購入に係るものについては、算定できる。
ただし、継続的な取引の場合は、口座振替にするなど、サービスの効率化を検討されたい。
一方、口座の出入金はできないので、注意が必要である。

	Q　身体介護・服薬１　薬の分包・日付入れ

	利用者の薬の分包・日付入れは、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　身体介護・服薬１
　「医行為」は、当該行為を行うに当たり、医師の医学的判断及び技術をもってするのでなければ人体に危害を及ぼし、又は危害を及ぼすおそれのある行為であることから、これに該当するか否かは、利用者・事業者双方の安全の確保や責任の明確化の観点からも極めて重要な事項であり、「医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31条の解釈について」（平成17年老振発第0728001号。以下「医行為でない行為規定」という。）において、明記されているところである。

この「医行為でない行為規定」では、薬の分包・日付入れは明記されておらず、すなわち医行為に当たると解されるため、訪問介護員はこれを行ってはならない。

	Q　身体介護・服薬２　口の中に薬を入れる。

	訪問介護員が利用者の口の中に薬を入れる行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　身体介護・服薬２
「医行為でない行為規定」の別紙の「５」において、①患者が入院・入所して治療する必要がなく容態が安定していること、②副作用の危険性や投薬量の調整等のため、医師又は看護職員による連続的な容態の経過観察が必要である場合ではないこと、③内用薬については嚥下の誤飲の可能性、座薬については肛門からの出血の可能性など、当該薬品の使用の方法そのものについて専門的な配慮が必要な場合ではないこと、の３条件を満たしていることを医師、歯科医師又は看護職員が確認し、これらの免許を有しない者による医薬品の使用の介助ができることを本人又は家族に伝えている場合に、事前の本人又は家族の具体的な依頼に基づき、医師の処方を受け、あらかじめ薬袋等により、患者ごとに区分し授与された医薬品について、医師又は歯科医師の処方及び薬剤師の服薬指導の上、看護職員の保健指導・助言を尊重した医薬品の使用を介助することは医行為に当たらない行為であるとされている。

このうち、内用薬の内服については、舌下錠の使用も含む「一包化された内用薬」であることが明記されており、以上のすべてを満たす場合に限り、訪問介護員がこれを行い、訪問介護費を算定することができる。

なお、これに当たらない内用薬の内服については、医行為に当たると解されるため、訪問介護員はこれを行ってはならない。

	Q　身体介護・通院１　院内での移動の介助

	院内での移動の介助について、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　身体介護・通院１
院内での移動の介助については、原則として、訪問介護費は算定できない。
例外的な取扱いが必要であるか否かについては、個々に市に相談されたい。
	Q　身体介護・通院２
本人と一緒に医師の説明を受ける。本人の代わりに身体状態等を説明する。

	訪問介護員が本人と一緒に医師の説明を受けたり、本人の代わりに身体状態等を医師に説明する行為は、訪問介護費として算定できるか。


Ａ　身体介護・通院２
「医業」や「医行為」に関わる事項は、高度な専門性を要するものであり、利用者の身体・生命の安全を確保するうえで慎重かつ適切な対応が求められるものである。

したがって、利用者・事業者双方の安全の確保や責任の明確化の観点から、緊急的な対応を除き、訪問介護員が主体となって利用者本人と一緒に医師の説明を受けたり、本人の代わりに身体状態等を医師に説明するといった行為は避け、家族等による対応によることとされたい。

	Q　身体介護・介護１　２人体制での介助　　　　　　　　　　　　Ｒ6．３．１追加

	着替えをヘルパー２人体制でないと介助できない利用者がいるが、２人分の訪問介護費を算定できるか。　


Ａ　身体介護・介護１
利用者の身体的理由によって、１人のヘルパーによる介護が困難と認められる場合は、算定できる。
２人の訪問介護員等によって訪問介護を行うことについて、利用者又はその家族等の同意を得ている場合であって、次のいずれかに該当するとき。

イ　利用者の身体的理由により、１人の訪問介護員等による介護が困難と認められる場合。
ロ　暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合。
ハ　その他利用者の状況等から判断して、イ又はロに準ずると認められる場合。

　　　（平成27年厚生労働省告示第94号「厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等」）
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